
国立大学法人の中期目標変更原案及び中期計画変更案について

国立大学法人の中期目標の変更について３法人の意見が、中期計画の変更について４

法人の申請があった。それぞれの変更内容については以下のとおり。

１ 政府出資による事業を推進するための目標・計画の変更 ３法人

○ 産業競争力強化法等の施行により認定特定研究成果活用支援事業者への出資

が可能となったことに伴う目標・計画の変更 ３法人（東北、京都、大阪）

２ 新たな構想が具体化したこと等による計画の変更 １法人

○ 重点的に取り組む新たな教育研究上の構想を具体化させる等の計画の変更

１法人（九州）

資料４
国立大学法人評価委員会

総会（第48回）H26.8.4



１．政府出資による事業を推進するための目標・計画の変更　３法人

変更前 変更案

目標

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標

① 平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標

① 平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。
  また、必要な体制を構築した上で、産業競争力
強化法に基づく認定特定研究成果活用支援事業者
に対して出資並びに人的及び技術的援助等の業務
を行うことにより、大学における技術に関する研
究成果の事業化及び教育研究活動の活性化を図
る。

計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置
３ その他の目標を達成するための措置
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置
①-1研究成果の事業化の促進

□　平成２４年度補正予算（第１号）による運営
費交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向け
た産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実
施にあたっては、予め、事業の目的などを定めた
事業計画を策定するとともに、学外有識者を含む
委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等
により、外部からの専門的な視点を盛り込むなど
の体制整備を図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置
３ その他の目標を達成するための措置
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置
①-1研究成果の事業化の促進

□　平成２４年度補正予算（第１号）による運営
費交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向け
た産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実
施にあたっては、予め、事業の目的などを定めた
事業計画を策定するとともに、学外有識者を含む
委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等
により、外部からの専門的な視点を盛り込むなど
の体制整備を図る。
  大学における技術に関する研究成果の事業化を
図るとともに、事業化に知見を有する人材の育成
や大学における教育研究活動の活性化を図るた
め、産業競争力強化法等の規定に基づき、特定研
究成果活用支援事業を実施する株式会社を設立
し、投資事業有限責任組合を組成させる。また、
当該事業の円滑な遂行及び当該事業者に対するガ
バナンスに必要な学内体制を構築し、認定特定研
究成果活用支援事業者等と適切に連携しつつ、当
該事業者に対する必要な資金の出資並びに人的及
び技術的援助の業務を着実に実施する。

国立大学法人の中期目標変更原案・中期計画変更案について

10

産業競争力強化
法（平成二十五
年法律第九十八
号）の成立に伴
い、同法に基づ
き認定特定研究
成果活用支援事
業者が実施する
特定研究成果活
用支援事業の実
施に必要な資金
の出資並びに人
的及び技術的援
助の業務を行う
ため。

東北大学

番
号

大学名
変更
区分

変更内容
変更理由

○　産業競争力強化法等の施行により認定特定研究成果活用支援事業者への出資が可能となったことに伴う
目標・計画の変更　３法人
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変更前 変更案

番
号

大学名
変更
区分

変更内容
変更理由

目標

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（６）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標

・平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（６）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標

・平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。
  また、必要な体制を構築した上で、産業競争力
強化法に基づく認定特定研究成果活用支援事業者
に対して出資並びに人的及び技術的援助等の業務
を行うことにより、大学における技術に関する研
究成果の事業化及び教育研究活動の活性化を図
る。

計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置
３ その他の目標を達成するための措置
（６）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置

・平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向けた
産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実施
にあたっては、予め、事業の目的などを定めた事
業計画を策定するとともに、学外有識者を含む委
員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等に
より、外部からの専門的な視点を盛り込むなどの
体制整備を図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置
３ その他の目標を達成するための措置
（６）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置

・平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向けた
産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実施
にあたっては、予め、事業の目的などを定めた事
業計画を策定するとともに、学外有識者を含む委
員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等に
より、外部からの専門的な視点を盛り込むなどの
体制整備を図る。
  大学における教育研究活動の活性化を図るとと
もに、大学における技術に関する研究成果の事業
化を図るため、産業競争力強化法等の規定に基づ
き、特定研究成果活用支援事業を実施する株式会
社を設立する。また、全学的な体制を構築し、認
定特定研究成果活用支援事業者等と適切に連携し
つつ、当該事業者に対する必要な資金の出資並び
に人的及び技術的援助の業務を着実に実施する。

52 京都大学

産業競争力強化
法（平成二十五
年法律第九十八
号）の成立に伴
い、同法に基づ
き認定特定研究
成果活用支援事
業者が実施する
特定研究成果活
用支援事業の実
施に必要な資金
の出資並びに人
的及び技術的援
助の業務を行う
ため。

2



変更前 変更案

番
号

大学名
変更
区分

変更内容
変更理由

目標

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標
(研究成果の事業化の促進)

14.平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標
(研究成果の事業化の促進)

14.平成２４年度補正予算（第１号）による運営費
交付金及び政府出資金を用いて、出資の際に示さ
れた条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実
に実施することにより、研究成果の事業化を促進
する。その際、事業の透明性を確保するとともに
適切な進捗管理を図り、社会に対する説明責任を
果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専
門性を有する外部人材の配置などの体制整備等を
図る。
  また、必要な体制を構築した上で、産業競争力
強化法に基づく認定特定研究成果活用支援事業者
に対して出資並びに人的及び技術的援助等の業務
を行うことにより、リサーチユニバーシティとし
て社会発展に寄与することを意図した大学におけ
る技術に関する研究成果の事業化及び教育研究活
動の活性化を図る。

計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するための措置
３ その他の目標を達成するための措置
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置
（研究成果の事業化の促進）

14-1.平成２４年度補正予算（第１号）による運営
費交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向け
た産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実
施にあたっては、予め、事業の目的などを定めた
事業計画を策定するとともに、学外有識者を含む
委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等
により、外部からの専門的な視点を盛り込むなど
の体制整備を図る。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置
３ その他の目標を達成するための措置
（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する
目標を達成するための措置
（研究成果の事業化の促進）

14-1.平成２４年度補正予算（第１号）による運営
費交付金及び政府出資金を用いて、事業化に向け
た産学共同の研究開発を推進する。研究開発の実
施にあたっては、予め、事業の目的などを定めた
事業計画を策定するとともに、学外有識者を含む
委員会の設置や専門性を有する外部人材の配置等
により、外部からの専門的な視点を盛り込むなど
の体制整備を図る。
  社会発展に寄与することを意図した大学におけ
る技術に関する研究成果の事業化を図るととも
に、事業化に知見を有する人材の育成や大学にお
ける教育研究活動の活性化を図るため、産業競争
力強化法等の規定に基づき、特定研究成果活用支
援事業を実施する株式会社を設立する。また、こ
れまでの産学官連携を生かした全学的な体制を構
築し、認定特定研究成果活用支援事業者等と適切
に連携しつつ、当該事業者に対する必要な資金の
出資並びに人的及び技術的支援の業務を着実に実
施する。

55 大阪大学

産業競争力強化
法（平成二十五
年法律第九十八
号）の成立に伴
い、同法に基づ
き認定特定研究
成果活用支援事
業者が実施する
特定研究成果活
用支援事業の実
施に必要な資金
の出資並びに人
的及び技術的援
助の業務を行う
ため。
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２　新たな構想が具体化したこと等による計画の変更　１法人
○　重点的に取り組む新たな教育研究上の構想を具体化させる等の計画の変更　１法人

変更前 変更案

73 九州大学 計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置
２研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置
①研究水準・成果

21-2．本学の強み・特色を有する、エネル
ギー関連などの研究分野等において、マサ
チューセッツ工科大学等の世界トップレベル
の大学から外国人研究者を招へいし、世界最
高水準の国際共同研究を実施する。

Ⅰ  大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置
２研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置
①研究水準・成果

21-2．本学の強み・特色を有する、世界トッ
プレベル研究拠点であるカーボンニュートラ
ル・エネルギー関連の研究分野等において、
イリノイ大学等と連携し、最先端の研究を推
進する。併せて、エネルギー関連などの研究
分野等において、マサチューセッツ工科大学
等の世界トップレベルの大学から外国人研究
者を招へいし、世界最高水準の国際共同研究
を実施する。

　
九州大学カーボン
ニュートラル・エ
ネルギー国際研究
所では、更なる国
際的研究環境の機
能強化のため、平
成26年5月末にイ
リノイ大学と大学
間学術交流協定を
締結し、連携体制
の強化を図ること
とした。このこと
から、当拠点の取
組を中期計画に明
確に位置付け、大
学として重点的に
取り組むエネル
ギー関連分野をよ
り明確に記載する
ため。

番
号

大学名
変更
区分

変更内容
変更理由
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２　新たな構想が具体化したこと等による計画の変更　１法人
○　重点的に取り組む新たな教育研究上の構想を具体化させる等の計画の変更　１法人

変更前 変更案

73 九州大学 計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置
２研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置
①研究水準・成果

21-2．本学の強み・特色を有する、エネル
ギー関連などの研究分野等において、マサ
チューセッツ工科大学等の世界トップレベル
の大学から外国人研究者を招へいし、世界最
高水準の国際共同研究を実施する。

Ⅰ  大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置
２研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置
①研究水準・成果

21-2．本学の強み・特色を有する、世界トッ
プレベル研究拠点であるカーボンニュートラ
ル・エネルギー関連の研究分野等において、
イリノイ大学等と連携し、最先端の研究を推
進する。併せて、エネルギー関連などの研究
分野等において、マサチューセッツ工科大学
等の世界トップレベルの大学から外国人研究
者を招へいし、世界最高水準の国際共同研究
を実施する。

　
九州大学カーボン
ニュートラル・エ
ネルギー国際研究
所では、更なる国
際的研究環境の機
能強化のため、平
成26年5月末にイ
リノイ大学と大学
間学術交流協定を
締結し、連携体制
の強化を図ること
とした。このこと
から、当拠点の取
組を中期計画に明
確に位置付け、大
学として重点的に
取り組むエネル
ギー関連分野をよ
り明確に記載する
ため。

番
号

大学名
変更
区分

変更内容
変更理由
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